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新規学卒就農者の動向と就農経路の変容
小林 f亘夫
海浜台地生物生産研究センター
1 .農業後継者問題に関する研究動向と本研究の
中心課題
農業後継者問題つまり農業青年問題は古くて新
しい問題である。
農業の担い手の在り方については，その目的に
応じて，多様な形態を考えなければならない。「新
農政J(1新しい食料・農業・農村政策の方向J1992 
年6月)がめざすような経営者マインドに優れた
中核的経営や大規模経営を育成するためには，農
業専従的な若手の担い手の確保が必要となる。し
かし今日このような農業専従的な若手農業者は撞
めて少数派となってしまった。それは，農業に専
従的に就業する若手農業者の数が激減したからで
ある。その結果，わが国の農業就業者の高齢化が
急速に進符している。また同時に農家の兼業化が
広く深く進展している。
こうした担い手の脆弱化の下で，都市近郊地帯
や中山間地帯を中心に耕作放棄地が発生してきて
いることは周知の事柄である。したがって，この
ような状況下では，多くの兼業農家や高齢農家が
農業に携わらないかぎり，実際上，それぞれの農
業経営や地域の農業を維持していくことは国難で
ある。その意味で，今日，兼業農家や高齢農家も
重要な日本農業の担い手にほかならない。しかも
今後， 21世紀に向かつて高齢社会を迎えるのであ
るから，高齢農家を農業の担い手からはずすよう
なことは許されることではない。
しかしながら今自のわが国の高度な科学技術を
駆使し，農業経営や地域農業の発展・高度化を闘っ
ていくためには，農業専従的な若手農業者が不可
欠であることはいうまでもない。もちろん，厳し
い現状の下で，このことを今すぐ実現することは
極めて臨難である。しかし今そのことが特に求め
られていることも事実である。その意味で，若手
農業後継者の育成確保対策の重要性はいかに強調
されても強調されすぎることはない。
このような状況下で，以下の本文でも述べるよ
うに，たしかに農水省も近年 f農業自書』等にお
いて若手農業後継者の育成確保の重要性を指摘す
るようになり，また彼らの実態に関する緊急調査
cr平成5年新規青年就農者等緊急鵠査報告書J
1994年1月)も実施されている。またガット農業
合意も大きな契機となり，その対策にも力を入れ
ようとしている。しかし，その対策は，たとえば
その目玉とされる「青年の就農促進のための資金
の貸付け等に関する特加措置法J('何年3月施行)
においても従来の融資枠を広げたという改善策に
とどまり，これまでの流れを抜本的に変えるよう
なものとはなりえていない点に見られるように，
まだ不十分な対策だといわざるをえない。
一方，研究面では，新規就農者数がまだ少なか
らず存在していた時期には，新規就農者と言えば
それは大方その主流であった新規学卒者を暗黙の
内に意味しており，またそれで問題は済んでいた。
しかし，新規就農者数が絶対的に減少するに及ん
で，新規就農者の中でUターン者や新規参入者の
比重が高まるにつれて，それまでは必ずしも重視
されてこなかった彼らの動向が注目されだし，彼
らに関する実態調査・研究がなされるようになっ
てきた。
このような状況下で今度は，新規就農者のいわ
ばf正規軍JC山下惣一氏の表現)の中核的存在で
ある新規学卒者自身が，この間その性格を大きく
変化させてきている，あるいは変化しなければな
らない状況に置かれているので、はないか，と考え
るのだが，このような側面に関する研究は手薄でー
あったように感じられる。
そこで本研究は，就農経路とりわけ学歴別経路
の変容という観点、から諸統計を利用して新規学卒
就農者の性格変化の一端に迫ることを中心課題と
する。なお本論に入る前に若干長くなるが全国及
び九州の新規青年就農者数の動向の確認作業を行
なっておきたい。
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2 .全留における新規青年就農者数の動向
(1) 農水省の統計
新規青年就農者は，統計上，一般的には 3つの
タイプに分けられる。 1つは，農家出身者で，学
校を卒業してすぐに自家農業に就く者で，「新規学
卒就農者jと呼ばれている。 2つは，農家出身者
で，学卒後いったん地出ないし自分の家(農家)
から通勤の形で農業以外の職業に数年間就職した
後に，それを辞めて自家農業に就く者で， r離職就
農者jあるいは ruターン者jと呼ばれている。
3つは，非農家の出身者で，農業に就く者であり，
「新規参入者jと呼ばれている。
圏 1は，農水省の統計から，わが国の新規参入
者を除く新規青年就農者の数の過去30年間の推移
を示したものである。この閣から，この30年間に
新規青年就農者数が激減してきている様子が一目
瞭然である。なかでも新規学卒就農者数を見ると，
とりわけ稲作減反政策が開始された1970年以降と，
G5プラザ合意により農産物市場開放が更に強
まった1985年以降に急減していることが確認でき
る。これらの時期には逆に，農業から他産業へ転
職する農業青年の数が増加に転じる点も開時に確
認することができる。
また，上記の新規就農者の3タイプの中で，か
つては中学校や高等学校等を卒業してすぐに自家
農業に就く新規学卒就農者が新規就農者の大半を
占めていたが， 1970年以降は離職就農者すなわち
Uターン者の数のほうが学卒就農者の数を上回る
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ようになってきた点が注目される。そのため，そ
れ以降は，新規青年就農者数がますます減少する
下で，むしろ新規就農者の主流となってきたU
ターン者が農業後継者補充面で重視されるように
なり，上述のように彼らの動向や性轄に関する研
究が多く取り組まれるようになってきた。
なお最近の新しい動向として， 1990年以降，新
規学卒就農者数の減少傾向が止まり，離職就農者
(uターン者)数のほうはむしろ微増に転じてい
ることが注目されている。また一方，図示しては
いないが，新規参入者も， 1990年以降， 69人， 79 
人， 126人， 191人と増加傾向にある。
農水省が，現在年間約5千人存在する新規青年
就農者数を21世紀初頭にはその 3倍の 1万2千人
以上に増やすという方針を1994年9月に出し，そ
れを推進する政策手段として「青年の就農促進の
ための資金の貸付け等に関する特別措置法」を制
定 (1995年2月施行)したが，その背景には，も
ちろん「新政策」やガット合意等(いわば向かい
風)が容在したが，同時に上記のような最近の新
規青年就農者数の増転ないし下げ止まりという新
動向(追い風)もあったのではないかと想犠する。
このように最近，新規青年就農者数が下げ止ま
りないし微増に転じている背景・要因として，平
成不況による非農業部門での就職難，地球環境問
題や食糧危機に対する農業の見直し，国や地方自
治体による新規青年就農促進事業の強化等を挙げ
ることができる。しかし全体として農業情勢が好
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図1 農家青年の職業異動(全闇)
注 : I農業からの転職者jとは，それまで「主として農業に従事jしていたが， I就職転出」ゃ「夜宅
就職Jによって他産業に転戦した34歳以下の青年。
鴻住職就農者jとは，それまで他産業に従事していたが， I離職転入」ゃ f在宅顕在職jによって f主
として幾業に従事jするようになった34歳以下の青年。
資料:農水省『農家就業動向調査報告審J，r農業構造動態調査報告書J，r農林水産省統計表j各年次。
3 新規学卒就農者の動向と就農経路の変容
最近の新規青年就農者数の推移表 1
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夫である。表から長崎県，大分県，宮崎県，鹿児島
県などでは新規青年就農者数の下げ止まり傾向を
確認することができる。しかし他方で，佐賀県と
熊本県では最新年の1994年の新規青年就農者数が
これまでの最少の値を示しており，この両県にお
いては目下のところ，残念ながら新規青年就農者
数の下げ止まり傾向を確認することはできない。
もちろん，流動的状況下で，今このような判断を
下してしまうことは危険であり，今少しその動き
を見定める必要があるが，しかし現在のところは，
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九州各祭における近年の新規就農者数の推移(人)表 2
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(2) 全国農村膏少年教官接興会の諦査結果
全国の新規青年就農者に関するデータとして
は，社閣法人・全国青少年教育振興会がまとめ
ているものがある。このデータは，上記農水省
の標本調査に基づく推計値とは異なり，全国の
都道府県の関係部局から収集した積み上げデー
タであるため，都道府県別の数値が分かりたい
へん便利なものである。表1はそれを示したも
のである。
この表のデータには，上記農水省のデータと
はかなり異なっている点が見られる。 1つは，
農水省統計で見られた近年の新規就農者数の下
げ止まりないし微増傾向は必ずしも読みとれな
いことである。 2つは， 1986年以降の数値を見
るかぎり，農水省統計とは逆に， Uターン者数
よりも新規学卒者数の方が多くなっていること
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転したわけではなしむしろ農産物総自由化時代
の幕開けとなった1995年以降においては，このよ
うな新規青年就農者数の維持・増加傾向が続く保
証はない。このことにかかわって注意しておきた
いことは，図からも分かるように， 1990年以降，
たしかに上述のように新規青年就農者数が増転し
たという一面があるのであるが，開時に他面では
農業から他産業へ転職する青年の数も増加に転じ
ているのであり，農村の青年罵の全体が農業の力
向に向かってきているわけではないのである。い
ずれにしても，今後の新規青年就農者の動向は
楽観を許さない状況にあるといえる。むしろ厳
しく見ておいた方がよいと患われる。
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資料:表1と同じ。
注 1:空欄は不明。
設2:その他は f海外もしくは留内研修を修了して就農した者」だ
が， 1990年以降は他の形態にそれぞれ吸収され独自にはカウ
ントしなくなった。
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である。
このような違いに更に言及するためには，
れぞれの統計の性格を詳細に分析し検討する必
要があるが，本稿ではその準備がないため，以
上の点を指摘するにとどめざるを得ない。
なお，この調査結果においても新規参入者の
数は， 1990年以降， 111， 110， 118， 145人と増
加しており，上記農水省統計と共通する動きを
示し，同様に注目されるところである。
そ
3 .九州iにおける新規昔年就農者数の動向と
佐葉県の特徴
表2は，上記の全国農村青少年教育振興会の
調査結果の内訳を九州各県について示したもの
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この両県では最近年でも新規青年就農者数の減少
傾向が引き続き，彼らの育成確保問題がとりわけ
厳しい状況に寵かれており，この問題が緊急の課
題となっていると判断せざるを得ない。
一方，新規参入者の動向に関しては，農水省統
計では九州は北海道に次いで多い地域といわれて
いるが，このデータからはそのようには見られな
い。また佐賀県では新規参入者は皆無となってい
るが，この点、にも佐賀県の新規就農状況の厳しさ
が現われている。
佐賀県では， fさが農業21世紀への展開J(92年
12月策定)の2000年目標(f告立専業農家群Jと「農
業主体型農家群」の合計7，400人)達成のために必
要な新規青年就農者数(年間180人以上)を確保す
るという内容の「佐賀県青年農業者確保・育成に
関する基本方針Jを決定した (1995年3丹)。この
ような方針決定の背景には，上述のように佐賀県
においては新規青年就農者数の減少傾向に歯止め
がかからない厳しい現実が存在する。事実，表2
に見るように， 1991年以降'93年までの 4年間の新
規青年就農者数の年平均数は58人にとどまる。そ
れに対し，上記「方針」はその約3倍の数値を自
標として掲げている。この点は上記農水省の場合
と共通している。しかし，佐賀県の場合は農水省
の場合と異なり，減少傾向に歯止めがかからない
状況下での 3倍目標であるから，その邑擦は実際
上は農水省の場合以上に高しユノ¥一ドルとならざる
をえない。
人
数
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4.新規学卒就農者の就農経路の変容
(1) 新規学卒就農者の学震構成の変容
図2に，統計上把握可能な1962年以降の新規学
卒就農者の学歴構成を示した。図から大きく 4つ
の時期区分が可能であるように思われる。そこで，
以下で，各時期における特徴とその要因について
述べてみる。
まず第l期は1965年までの時期で，高度経済成
長の本格化に伴って高校進学率が高まり，逆に中
卒者数が減少していったが，しかしまだ中卒者数
が高卒者数を上田っていた時期である。経済成長
の本格化に伴って学卒後農外へ就業する農家青年
が増加したが，それでも中学校(義務教育)を終
えたらすぐに岳家の農業に就く農家青年，特に長
男がまだ、多かった時期である。なお，この時期の
学卒就農者数の学歴別の順位を確認すると，中卒
者数>高卒者数>その他の学校卒就農者数，で
あった。
第2期は1966年以降'74年までの時期で，高校進
学率が更に高まり，学卒就農者の中でも高卒者数
が中卒者数を上回り，その主流となった時期であ
る。なお，学卒別に見た学卒就農者数のJI蹟位は，
高卒者数>中卒者数>その他の学校卒者数，と
なったが，この時期まだ中卒者数は1000人を超え
高卒者数に次いでかなり存在した。
第3期は1975年から'90年までの時期で，高校の
義務教育化と言われるように高校進学率が9割を
超えるように高まったことによって，新規学卒就
農者の中でも高卒者数が庄倒的多数を占め，それ
中卒
言語卒
一一迫..- その他の学校卒
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図2 学歴別・新規学卒就農者数の推移(全国)
資料:r農林水産省統計表(農水省)。
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と裏腹の関係にある中卒者数が激減した。また一
方で，高卒程度を超える短大・大学等の「その他
の学校卒者j数が増加傾向を示し，激減してきた
中卒者数をむしろ上回るようにさえなった。更に
注目したいことは， rその他の学校卒者jの中で短
大・大学卒者数が統計的に唯一把握可能な
1985~'88年において，彼らの数が年平均値で中卒
者数を上回るに宝ったことである。こうして，こ
の持期の学卒就農者数の学虚構成の順位は，高卒
者数>その他の学校卒者数>中卒者数，あるいは
高卒者数>短大・大学卒者数>中卒者数となり，
新規学卒就農者においても高学歴化が進展してい
ることが分かるのである。
そして第4期は1991年以降今日までの待期であ
るが，高卒程度を超える「その他の学校卒者J数
が高卒者数を上田るに至っている。他方，中卒者
数は全国でも100人を下回り今や少数派となって
いる。なお，ここで「その他の学校卒者Jの中で
短大・大学卒者の数が気にかかるが，残念ながら
1989年以降この数値は統計から消えたままになっ
ているため不明である。
圏3は，佐貿県における新規学卒就農者数の推
移を中卒者，高卒者，うち農業高校卒者，農業大
学校卒者に分けて示したものである。
図から，佐賀県において新規学卒就農者の中で
高卒者数が中卒者数を上回ったのは1967年である
こと，その後今日まで高卒者がその主流を形成し，
また高卒者の中では農業高校卒者の割合が高いの
であるが， 1993年以降農業大学校卒者数が増え，
農業高校卒者数と肩を並べるに査っており，新規
人
数
学卒就農者の高学歴化が進展していることを確認
することができる。
表3は，新規学卒就農者の学歴構成を更に詳し
く見たものである。まず全国の場合を見ると，1963
年~'65年の時期には新規学卒就農者数が年間平
均6万人も存在していたこと，また中卒者がその
6割を超えていたことが分かる。次いで1970年
~'72年には，年間の新規就農者数が先の時期の半
分に減少し，また中卒者と高卒者の構成が逆転し，
高卒者が全体の 7割を占めるに至った。次の1985
年~'87年には，中卒者の割合が急減し，高卒者が
主流となった。また中・高卒を超えるすなわち短
大・大学・農業教育施設及び各種学校の卒業者の
数と割合が増加し，彼らが中卒者数を上田っただ
けでなく，実は統計上この持期だけ「館大・大学
卒者j数が掲載されているのであるが，この持期，
短大・大学卒者数が全体の約12%に達し，むしろ
中卒者数を上回ってきているのである。最近年
(1990~'92年)には，さらにこのことが進み，短
大・大学校・大学卒者等の「その他の学校卒者」
が全体の半分を超えるようになっているのである。
なおこの時期には「その他の学校卒者jの中で「短
大・大学卒者J数が統計に載らなくなったのが残
念であるが，以上のことから，この30年間におけ
る新規学卒就農者の高学歴化の進展を確認するこ
とができる。
なお新規学卒就農者の中に占める農業高校卒者
の割合は1970年代以降低下傾向にあるが，今自で
もまだ25%と高い割合を示し，またその高卒者の
中での割合はこの30年間ほぽコンスタントに50%
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資料:r教育統計調査結果報告書J(佐賀県)， r学事報告J(各農業高等学校)，佐賀県農業大学校資料。
新規学卒就農者の動向と就農経路の変容 7 
前後を示し，ほとんど変化が認められない。ここ
に過去及び現在における農業後継者育成の上で農
業高校の果たす役割の大きさを認識することがで
きる。
次に佐賀県の場合も以上のような全国の動向と
基本的に同様である。なお佐賀県の場合は残念な
がら「短大・大学卒者J数および総数を確定する
ことが統計上困難であった。しかし，表から今日，
新規学卒就農者の主流は高卒者であること，また
高卒者の中に占める農業高校卒者の割合は若干低
下傾向にはあるが，現在でも約半数を占め，農業
後継者育成確保の上で農業高校の役割が大きいこ
とを確認することができる。とはいっても近年，
高卒就農者数の減少が著しいという問題点を重視
する必要がある。一方，農業大学校においても卒
業後すぐに自家農業に専従する青年の数が減少し
てきているが，それでもまだ就農率が比較的高い
ため，以上の結果として，学卒就農者の中に占め
る農業大学校卒者の割合が高まってきている。
(2) 佐賀県における農業高校及び農業大学校進
学者の出身世帯構成の変容
次に，学歴構成の変容と関わって農業高校及び
農業大学校の生徒の出身家庭の構成の変容の実態
に言及しておきたしユ。表4は佐賀県下のある 2つ
の農業高校の生徒の中で農業を営む家の出身者の
割合の推移を示したものである。なおA高校は山
麓地帯に， B高校は平坦水田地帯に存在し，それ
ぞれの地域出身の生徒の教育を担っている。この
表から以下のような特徴的な動向を指摘すること
ができる。
まず第 1は，両農業高校において， 1965年から
'70年にかけての持期には，農家出身生徒の割合が
表3 学卒後「主に農業に従事」した農家子弟の学履構成の変化
全国 (100人，%) 佐賀県(人，%)
総数 中卒者 向卒者 うち その{也 その他 うち それ 中卒者 尚卒者 うち 大学校
農高 高卒 の 短大 以外 農高 卒者
卒者 者ー 学校 大学 卒者
卒者 卒者
1963~65年 3年計 1882 1190 602 300 302 90 2009 1171 
機成比 100.0 63.2 32.0 15.9 16.0 4.8 
1970~72年 3年計 908 203 636 335 301 69 467 1110 
構成比 100.0 22.4 70.0 36.9 33.1 7.6 
1980~82年 3年計 198 6 159 73 86 33 497 303 
構成比 100.0 3.0 80.3 36.9 43.4 16.7 
1985~87年 3年計 136 8 92 40 52 36 16 20 318 178 41 
構成比 100.0 5.9 67.6 29.4 38.2 26.5 11.8 14.7 
1990~92年 3年計 51 1 24 13 11 26 136 67 33 
構成比 100.0 2.0 47.1 25.5 21.6 51.0 
資料:r農林水産省統計表j，r教育統計調査結果報告書J(佐賀県)， r学事報告J(各農業高校)，佐賀県農業大学校資料。
注 1 農高卒の中には普通商校などの農業課程を卒業した者を含む。その他の学校卒者とは短大・大学，農業教育施設及び各穣学
校の卒業者をいう。
注 2:空欄は不明。
表4 佐賀県における農業高校進学者の中で農家出身者の割合の推移
A 民j 校
生徒総数
うち農家出身者
年度
計 専業農家
A B 
1965 476 391 
70 475 439 
75 477 418 
80 422 324 
85 227 144 
90 336 95 
94 353 109 
資料:A及び日高校『学校要覧』。
注 :ー は不明。
C 
300 
360 
221 
158 
兼業農家
D 
91 
79 
197 
166 
. 
‘・.
農家出身 専業農家 生徒総数
者の割合 の割合
B/A C/B E 
82.1 76.7 646 
92.4 82.0 606 
87.6 52.9 562 
76.8 48.8 508 
52.0 376 
28.3 407 
30.9 382 
(単位:人，%)
B 際I 校
農家出身者 農家出身 農家出身者中男子計 男子 者の割合 の割合
F G F/E G/F 
533 346 82.5 64.9 
520 . 85.8 
370 65.8 
269 193 53.0 71. 7 
162 124 43.1 76.5 
90 69 22.1 76.7 
58 40 15.2 69.0 
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8害日を超える極めて高い水準を保ち， またその割
合が増加していることである。しかもA高校では
割合だけでなく農家出身生徒数も増加している。
またA高校の事例で見られるように，この時期，
農業高校に進学する生徒の農家の 8~9 翻が専業
農家であり，しかもこの時期はその割合が高まっ
てすらいるのである。なお，このような実態と傾
向はおそらく A高校に限らず他の大方の農業高校
でも見られたものと思われる。さて以上のような
実態にあった要因としては， 1つは，上記のよう
に，この時期，高校進学率が急速に高まり，農家
子弟の多くが農業高校に進学したこと， 2つは，
米主産地であった佐賀県の稲作農家の米作り意欲
が「新佐賀段階Jの終了した1967年以降かなりし
ぽんだことは事実だが，しかしこの時期はまだ米
が不足基調にあり米価も上昇傾向にあったため，
稲作収益はまだ高く，米作りに力を注ぐ稲作農家
の子弟が農業を目指して数多く農業高校に進学し
たことを指摘することができる。
第2は，しかし1970年以降，両農業高校におい
て，このような傾向は逆転し，農家出身者数とそ
の割合が減少傾向をたどったことである。それは，
いうまでもなく稲作減反政策の実施の結果，稲作
を中心とする佐賀県農業の収益性が低下傾向を示
し，農家の農業高校離れが進んだことがその主な
要因と考えられるが，また同時に農業高校内に農
業自営者養成学科以外の関連学科等が設置される
など農業高校自体の内部の組織改革が進んだこと，
更には子弟に自家農業を継承させる場合でも従来
主流であった農業高校卒後の新規就農という経路
以外の就農経路を選択する農家が増えてきたこと
等の新たな諸要因が形成されてきたことにもよる
と考えられる。
次に，農業大学校における実態に触れたい。い
うまでもなく農業大学校は高度な専門知識や技術
を持つリーダー的な青年農業者の育成を課題とし
ており，また各都道府県に 1校のみ設置され定員
も限られているため，当初から農家出身者割合が
極めて高く，その点は今日でも基本的に変わって
はいない。ただ近年の新しい動向として，非農家
出身者数の増加傾向が見られ，それが注目されて
いる。農水省の発表によると全国的にこのような
傾向にあり， 1994年度の全国41農業大学校への非
農家出身者の入校者数は533人に増加しその割合
は23%に達したという ('95年5月21日付日本農業
新開)。なお'87年度には208人で9%であった。そ
して，このように非農家世帯の出身者が増加した
要因として，上記農業新聞は， i職業としての農業
に魅力を感じ入校を希望する一般の学生がふえて
いるからJだと述べている。
さて佐賀県農業大学校においても， 1993年度か
ら非農家出身者が増加してきている実態が認めら
れる。そして'95年春卒業の非農家出身者5名の半
数以上は農協(単協)等の農業関連部門に就職し
ている。こうして佐賀県においても農業を見重し，
農業関連部門での仕事を希望する青年が増えてき
ているように見受けられるのであるが，しかし関
頭で述べたように現在日本農業は「冬の時代」に
あり，その将来は決して楽観できる状況にはない。
したがって以上のような動向も，今少しその推移
を見定めつつ検討していく必要がある。
5 .まとめと残容れた課題
近年においても全体としては新規青年就農者数
は減少し続けているのであるが， 1990年以降はそ
の下げ止まり傾向が見られることを確認すること
ができる。同様の傾向は九州においても全体的に
は確認できるが，しかし佐賀県においてはそれが
明確には確認できず，たいへん厳しい状況にある
ということができる。
このような状況を見つめつつ，本研究では，学
歴構成の変容という観点から新規青年就農者の中
核部隊ともいえる新規学卒就農者の性格変化の解
明に中心課題をおいた。すなわち，高度経済成長
期以前は新規学卒就農者の主流は中卒者だ、ったが，
それ以降は高校進学率の高まりと中卒者の激減に
よってその主流は高卒者へと移行した。なお高卒
者の中で農業高校卒者が占める割合は当初からほ
ぼ半数前後であり，その割合は今日でも大きな変
化はなく，農業後継者を育成確保する上で農業高
校の果たす役割の大きさを確認することができる。
また今日でも高卒者が新規学卒就農者の半数近く
を占め主流であることに変わりはないが，短大・
大学あるいは大学校卒者の割合が増大しつつあり，
新規学卒就農者においても高学麗化が進展してい
ることに注目しておきたい。
一方，近年，受験戦争や職業高校の改革の推進
も影響し，佐賀県においても農業高校進学者の中
新規学卒就農者の動向と就農経路の変容 9 
で農家出身の生徒の割合が減少傾向を示している。
またその性格上今日でも農家出身者の割合が高い
農業大学校においても最近，非農家出身者の数と
割合が増加傾向にある。農業大学校におけるこの
ような新動向に日本農業発展の新しい可能性への
何らかの契機が見いだせるのかどうか，それに関
する調査・検討などが今後の研究課題となる。
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